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広島市の災害環境（地震） 特定観測地域



芸予地震
２００１年

年 月日 発生時間（頃） 市内最大震度
死者・行
方不明者

負傷者 家屋破壊 山・がけ崩れ
道路・橋
梁の損壊

２００６年6月12日 5時01分 5弱 2

２００１年3月24日 15時27分 5強 28 6965 292 200

２０００年10月6日 13時30分 4 2 2

１９８３年8月26日 4

広島市で震度４以上が観測された地震（１９０８年～１９９６年９月３０日は最高震度７の８段階）（１９８２年～２００９年）

4

近年の地震による被害























南海トラフ地震を想定した国土強靭化政策とは？

①建物の耐震化
②液状化対策
③BCP(業務継続計画の策定)

広島市の業務継続計画

地域防災計画に基づく災害応急対策業務や業務継続の優先度が高い「非常時優先業務」に早期
着手し、市民の生命、身体、財産及び生活を守る。
ウ通信（固定電話・FAX）
不通となる可能性は非常に低いが、発災後しばらくの期間は輻輳により電話がかかりにくい。
エ通信（携帯電話）
携帯電話も、しばらくは携帯電話はかかりにくくなる。携帯電話による電子メールは輻輳しに
くいことから、遅延の発生があるものの有効な通信手段になる。
(ｱ) 上水道
想定地震における被害は、地域（小学校区）の断水率を１％前後と想定
(ｲ) 下水道
想定地震における被害は、各庁舎を含む地域の下水道機能支障人口率を22％～63％と想定して
おり、下水道（トイレ等）が利用できない可能性は高い。
8 ガス
都市ガスが緊急停止する。緊急停止した場合、給湯及び厨房の利用が困難となる。


